
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)

兵庫県 香美町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

22,349
369.08

16,112,248
15,742,364
263,484

人(H18.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.27]

類似団体内順位

[ 70/74 ]

全国市町村平均

0.52
兵庫県市町村平均

0.62

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.22

1.82

0.75

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.27

香美町の比率

財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [203,661円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.9]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [11.59人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [28.8%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,100,056円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

香美町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：類似団体と比較して税収がかなり少ないため、類似団体平均を大きく下回っている。
　　　　　　今後は、町有地売却等による収入の確保、定員適正化計画に基づく人件費削減等による歳出削減
　　　　　　ににより、町行政運営の効率化に努める。
経常収支比率：類似団体平均をかなり上回っている。内訳は公債費35.2%、人件費23.8%、繰出金11.7%の順。
　　　　　　　①公債費：過疎対策事業、旧地域総合整備事業、一般廃棄物処理事業の償還経費が多額。
　　　　　　　②人件費：退職者不補充と、平成19年4月からの給料月額及び一時金の削減（3.5％～5.0％）
　　　　　　　　　　　　により、縮減に努めている。
　　　　　　　③繰出金：内訳は下水道事業4.7%、介護保険事業2.7%、老人保健事業分2.1%の順。
　　　　　　　　　　　　下水道事業は、自主財源確保のため、使用料の改定を予定している。
　　　　　　　④その他：その他の経費についても、行財政改革の取組を通じて、縮減に努める。
人件費・物件費等の適正度：類似団体平均の2倍程度となっている。203,661円のうち合併による未収入、繰越
　　　　　　　　　　　　　分等の影響額等が12％程度を占めているものの、高い数値となっている。
　　　　　　　　　　　　　今後は、行財政改革の取組を通じて、縮減に努める。
ラスパイレス指数：類似団体平均値と均衡しているが、町行政運の効率化に向けて、引き続き、縮減に努める。

実質公債費比率：社会資本整備における過疎地域と都市とのバランスを図ることを目指し、急激に事業進捗を図っ
　　　　　　　　たため、過疎対策事業債や旧地域総合整備事業債等に係る起債償還額が増大し、比率を高める要
　　　　　　　　因となった。今後は、公債費負担適正化計画に基づき、起債発行の抑制、低利債への借換え等に
　　　　　　　　より、計画期間内に18％未満となるよう取組を進める。
人口１人当たり地方債現在高：社会資本整備における過疎地域と都市とのバランスを図ることを目指し、急激に事
　　　　　　　　　　　　　　業進捗を図ったため、起債の残高が約245億円（平成17年度末）となっている。
　　　　　　　　　　　　　　今後は、公債費負担適正化計画に基づき、起債発行の抑制、低利債への借換え等の
　　　　　　　　　　　　　　取組進めることにより、将来負担の軽減を図る。
人口1,000人当たり職員数：平成17年度合併ということもあり、類似団体平均を上回っている。
　　　　　　　　　　　　　今後は、定員適正化計画に基づき、早期勧奨退職の募集、退職者不補充等の取組を進
　　　　　　　　　　　　　めることにより、平成22年度には、合併前（平成16年度末）と比較して、15%（50人
　　　　　　　　　　　　　）の削減を見込んでいる。


